Rehabilitation and Reconstruction of Aluminum Smelting Industry in Taiwan during the Initial Stage of Post-War Period by 北波 道子 & Kitaba Michiko
戦後初期台湾のアルミニウム産業について : 「開
発型国家」における復興期工業化政策の再考
著者 北波 道子
雑誌名 關西大學經済論集
巻 64
号 2
ページ 143-164
発行年 2014-09-10
その他のタイトル Rehabilitation and Reconstruction of Aluminum
Smelting Industry in Taiwan during the Initial
Stage of Post-War Period
URL http://hdl.handle.net/10112/10381
75
論　　文
戦後初期台湾のアルミニウム産業について＊
―「開発型国家」における復興期工業化政策の再考―
北　波　道　子　 
はじめに
　本稿の目的は、戦後初期のアルミニウム製錬業に関する分析を通じて台湾の経済発展モデ
ルを再考することである。
　周知のごとく台湾は、20 世紀後半に目覚ましい経済成長を遂げ、アジア NIES（Newly 
Industrializing Economies：新興工業化経済）の模範的存在となった。台湾は現在のいわゆ
る新興国（Emerging Economies）の先駆であり、現在では世界経済で重要な役割を果たし
ている。アジア NIES の出現は、世界の経済成長地図を塗り替えるきっかけとなる歴史的大
事件であり、その成長メカニズムは、多くの研究者の注目を集めたのである。
　そうして構築されたアジアの経済成長モデルは、市場と政府の役割、および国家の定義等
において曖昧さを残すものの一定の共通認識がある。基本的に石油などの天然資源が豊富で
はないアジアの後発国は、労働集約型の輸出加工業からスタートして高技術、高付加価値産
業の構築へとシフトすることで、工業化を達成し先進国型の経済社会へと移行してきた。さ
まざまな経済発展モデルを総合すると、この歴史過程を分析する際に想定されるのは、技術
面でのキャッチアップのための資源の動員と分配を可能にするような開発主義的な国家が存
在し 1）、そこではしばしば権威主義的な政府がリーダーシップを発揮し 2）、有効な産業政策を
＊　本研究は平成 24 年度関西大学在外研究による成果である。
1 ） ここでいう「開発型国家」とは東京大学社会科学研究所による『20 世紀システム　4　開発主義』の序
章にまとめられた「工業化の推進を軸に、個人や家族や地域社会ではなく、国家や民族などの利害を
優先させ、そのために物的人的資源の集中的動員と管理を図ろうとするイデオロギー」という定義を、
経済発展のために発動している政府、国家機関を想定している。東京大学社会科学研究所（1998）。こ
うした流れの始点のひとつとして、Evans（1985）が想定される。Evans（1985）は、国家の概念を経
済研究に文字通り「bring back」する試みとして非常に注目された。
2 ） 松田（2006）では、中国大陸から敗退してきた国民党政府がいかにして台湾で強固な独裁政権を築い
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実施して 3）、その結果が経済発展として結実するというイメージである。また一方で、後発
国の経済発展は、通常、初期の輸入代替工業化およびその後の輸出指向工業化への転換、そ
して、川下から川上へと産業が遡及的に発展していくことが観察されている 4）。
　劉進慶（1981）は、戦後台湾の急速な経済発展は「国家資本主義的発展の道を辿ったと
いう点においても、最も代表的なケース」とし、「官業主導の経済開発が台湾の場合、結果
的にかなりうまく機能して、今日の発展と安定をもたらしている面がある」と説明してい
る 5）。台湾は、韓国よりも政府の直接的な主導は小さかったと評価される場合もあるが 6）、そ
れでも、経済発展の成果を研究する際には、比較的成功した政策を中心に分析を進めること
が多いため、結果的には、台湾の経済的成功も政府の能力に大きく起因するかのような分析
に偏りがちである 7）。確かに、中華民国は孫文の三民主義に象徴されるような国家資本主義
的なイデオロギーを国是として掲げてきた 8）。しかしながら、戦後経済発展の最初期におい
て、国民党政府は必ずしも、現在のような台湾を形成するために有効な政策を選択してきた
わけではない。1950 年代、国共内戦に敗北した国民党政府は、経済建設よりもむしろ国防
や軍事に力を注いでいた 9）。一方で政治的な発言力を奪われていた人々は、必ずしも、「国民
国家」の機能がもたらす恩恵に浴していたわけではなく、また、将来の約束された果実が見
えているわけでもなかった。このような状況下で「上からの開発」と「内発的発展」は、い
つの段階でどのように呼応し合うようになったのだろうか。世界には有能な政府（指導者）
とそうでない政府（指導者）があるという説明では、台湾モデルを発展途上国の開発戦略に
取り入れる場合に有効とはいえないだろう。歴史を顧みれば、台湾の国家資本主義的発展も
（それが存在したとして）、初めから約束されたものではなく、環境の中でそれぞれのアクタ
ーの試行錯誤の中で生まれてきたことは明らかである。
　こうした目で観察してみると、1935 年から 1982 年までの間、台湾に存在したアルミニウ
たかを壮大なストーリーで分析する大著である。ただし、有能な官僚が国内における独裁者や当時世
界の覇権を握っていたアメリカの影響力を離れて、フリーハンドに経済開発政策を想定し得たような
印象を受けるため、そこは議論の余地があると考える。
3 ）World bank（1993）、劉・朝元（2003）など。
4 ） これについては、赤松要の雁行型発展モデルが応用できると考える。ただし、小島清（2004）から赤
松が想定していたのは日本の輸入代替工業化が国内経済の各産業において連鎖的な発展を促していく
モデルと、日本以外のアジア諸国のパターンは出発地点が大きく異なると考えられる。
5 ）北波（2010）。
6 ）服部・佐藤（1996）p.19。
7 ）朝元（2004）。
8 ）鄭友揆等（1991）など。
9 ） 中央政府の予算は、国防費の比率が大きく 1970 年代まで 6 割から 8 割を占め、一方、経済開発費は特
別な年度を除いて 5％未満にすぎなかった。北波（2003）。
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ム製錬業を巡る戦後初期の政策的試行錯誤は失敗例の一つである。戦前、日本の戦時体制と
帝国内分業進行の結果、特殊な時代の特殊な地点における経済的な優位性と合理性から高雄
にアルミニウム精錬工場が誘致され、その後、需要の増大から花蓮港に第二の工場が建設さ
れるほど急速な発展をみせた。戦後、他の日本資本の鉱工業と同様に接収されたこれらの工
場は国営の台湾鋁（アルミニウム）業有限公司に再編された。周知の如く 1950 年代の台湾
は輸入代替工業化期と位置付けられるが、当時のアルミニウム製錬業は、国内には化学肥料
や紡織品のように大きな需要がなかったため、その市場を輸出に頼る産業であった 10）。ただ
し、製糖業やセメント業のように地理および資源の賦存的にその発展に比較優位があった産
業ではなく、原材料を輸入に頼り、国内にはほとんど需要のない状況でこの産業は維持され
たのである。限られた資源をどう配分するかが肝要であった戦後復興期にアルミニウム製錬
業はなぜ、維持されなければならなかったのか。要するに、本稿で確認したいことは、果た
して、戦後初期の台湾で、政府は戦略的な取捨選択によって産業政策を実施していたといい
得るのかという問いかけである。
　したがって、本稿では、まず、戦前の草創期から戦後の接収過程、次に台湾鋁業成立から
1950 年代の復興期を分析し、最後にアルミニウム製錬業の世界的な発展傾向の中での台湾
の位置づけについて考察したい。
　Ⅰ　国営台湾アルミニウム公司の誕生
　 1．終戦時のアルミニウム製錬業
　台湾におけるアルミニウム製錬業は植民地統治下 1935 年に日本アルミニウム株式会社（以
下、日本アルミ）高雄工場で始まった。前稿では、この日本アルミ高雄工場は、従来の研究
で主張されていたように単なる低廉な電力と人件費による「搾取」を目的として植民地に建
てられた工場ではなく 11）、むしろ日本のアルミニウム製錬産業発展の方向転換と植民地にお
ける電源開発事業の副産物であったことを明らかにした 12）。
　日本アルミの台湾での発展状況を見てみよう。1930 年代の日本では軍によるアルミニウ
ム需要の急激な増大、特に航空機製造における合金のための需要増が著しかったために、高
10）林鐘雄（1968）。
11） 戦後初期の文献では、戦前台湾でアルミニウム加工業が発展せず、製錬されたアルミ地金が全て日本
に搬送されて加工されたことから、日本アルミの台湾進出を安い電力や人件費を目的とした植民地的
な工業開発と位置付けており（例えば、金（1971）など）、この位置づけは民主化以降の歴史研究者に
も受け継がれている。
12）北波（2014）。
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雄工場の生産能力は、1937 年にはアルミナ 1 万 2000 トン、アルミ地金 6000 トンに過ぎな
かったが、1941 年には表 1 に示したように 3 万 5000 トンと 1 万 2000 トンに拡充された。
その後 1944 年までに 4 万 2000 トンと 1 万 5000 トンに増強する予定であったが、太平洋戦
争の戦況悪化によって計画は未完に終わった。高雄工場は連合軍の爆撃を受けて変電設備が
破壊されたことにより 1945 年 3 月に操業を停止した。また、1938 年には台湾で 2 ヵ所目に
なる花蓮港工場が建設された。花蓮港工場は、銅門、初音、清水といった木瓜渓流域の水力
発電所から電力供給を受けたが、アルミナは製造せずに、高雄工場および黒崎工場（福岡県
八幡市）で製造されたアルミナを使ってアルミ地金を製造した。東部の水力発電所は 1944
年 8 月の台風による洪水で水没し、電力供給が不可能となったため、花蓮港工場は高雄工場
よりも 7 ヵ月早く操業を停止した。
表 1　日本アルミニウム株式会社の工場一覧
工場名
投資総額
1,000円
生産能力（ｔ） 変電能力
（kw）
電力供給源
操業停止
アルミナ 地金 年月 理由
高雄 54,090 35,000 12,000 55,000 日月潭 1945年3月 爆撃で変電所破壊
花蓮港 25,000 ― 3,000 ― 木瓜渓 1944年8月 水力発電所の灌水
黒崎 40,000 21,000 1945年6月 華北への機材移転
出所） 「台湾省株式会社事業概況」（1946 年 1 月）『館蔵』、台湾鋁業有限公司籌備処（1948）および置村（1962）
p.17 より作成。
表 2　高雄工場のアルミ地金年産量、トン当たりコストおよび従業員数
年産量
（ｔ）
地金1トン当たりのコスト
従業員数
（円）
構成比（％）
直接
原料費
原価償却・
修繕
電気料金 人件費 職員 工員
内アルミナ
1936 210 ― ― ― ― ― ― 101 236
1937 2,718 ― ― ― ― ― ― 101 454
1938 4,619 ― ― ― ― ― ― 126 480
1939 7,669 ― ― ― ― ― ― 157 854
1940 8,781 1,618.02 59.04 37.26 18.96 18.03 3.97 159 1,642
1941 12,204 1,764.63 60.03 36.10 17.77 16.96 5.24 145 2,028
1942 12,079 1,843.47 59.49 39.18 18.62 16.52 5.37 148 2,595
1943 12,463 1,810.92 58.87 36.81 20.40 15.92 4.80 160 2,837
1944 7,990 2,712.68 59.64 35.80 24.37 11.51 4.48 180 2,650
1945 592 ― ― ― ― ― ― 40 780
出所） 表 1 と同じ。および台湾電力公司「日本鋁業株式会社高雄工場歴年鋁錠成本分析表」『館蔵』pp.340-
341 より作成。
146
79
戦後初期台湾のアルミニウム産業について　―「開発型国家」における復興期工業化政策の再考―（北波）
　表 2からもわかるように高雄工場では、1936 年には試運転的に 210 トン、1937 年の本格
稼働開始後、1941 年まで設備の増強に呼応するように生産が伸びている。戦前の生産のピ
ークは 1941 年から 1944 年でいずれも 1万 2000 トン超であった。アルミニウム金属塊 1ト
ンを製造するのに必要なアルミナは約 2トン、電力は約 2万 3000 キロワット時であった。
1940 年から 1944 年のコストの構成比でいうと、直接原料費が 6割を占め、なかでもアルミ
ナが 35 ～ 37% と最大で、次が減価償却および修繕費の 20% 前後、3 位は電気料金の 16%
前後と人件費が 4～ 5％前後の構成であった。戦前高雄工場におけるアルミニウム製錬の主
要なコストは、輸入原材料と設備投資、そして、電気の価格によって変動し、ボーキサイト
や氷晶石など輸入原料は国際価格と連動するため、調整が可能なコストとして電気料金は重
要であった。このため、台湾電力株式会社との当初契約は 1キロワット時 5厘という低いも
のであり、これが決定打となって高雄に工場が誘致されたことは前稿でも触れたとおりであ
る 13）。ただし、5厘は最低料金で、実際には利益によって電気料金が変化するスライディン
グスケール契約になっており、軍需産業に支えられたアルミニウム製錬は巨額の利益を生ん
でいたため、かえって電力料金は高額になったという 14）。戦後の台湾電力公司の分析表に記
載された実際に支払われていた料金を消費キロワット時で割ってみると、1940 年が 1 銭 2
厘 7 毛、1941 年と 1942 年が 1 銭 3 厘、1943 年 1 銭 2 厘 5 毛、1944 年は 1 銭 2 厘 6 毛と基
本最低料金の 5厘と比べると平均 2.5 倍と極めて高かったことがわかる。
　こうして製錬されたアルミニウムは、日本に運ばれ、ほとんどが軍事物資、特に航空機
製造に消費された。1939 年から 1945 年の 6 年間に日本帝国内で 54 万 1628 トンのアルミ
地金が製造されたが、そのうちの 84.7％が軍用となり、その内訳は、航空機が 52%、陸軍
18.4%、海軍 14.3％であった。戦時下の特殊な時期においては、平時に比べてアルミニウム
の価格競争は厳しくなく、むしろ物資の不足によって価格は高騰する傾向にあった。
　 2．接収：国営企業への再編
　1945 年 8 月に日本が敗戦し、植民地の領有権を放棄すると、台湾は中華民国の一省に編
入された。中華民国政府は、陳儀を長官とする台湾省行政長官公署（後に省政府に改組）を
置く一方で、重要産業は中央政府資源委員会が接収する方針を打ち出した。
　資源委員会の経済研究室は、1946 年 2 月の「台湾工鑛事業考察報告」で、まず、台湾鉱
工業の特徴を①各工業部門の不均衡発展、②鉱工業の従属性、③製糖および電力中心の 3点
にまとめた。①では、日本は（日中）戦争勃発後、南洋進出のために台湾を「前進中心站」
13）同上。
14）柯文徳等（1952）。
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としたため、本来は植民地型産業の農産加工業が中心であったところに、準戦時体制下の重
工業が急速に発展し、民生工業は軽視され、軽工業と重工業間に不均衡を生んだと説明され
ている。②については、台湾の鉱工業は台湾経済を日本帝国経済システムの中に納め、そこ
から離れて独立した発展が不可能になるよう制御されていたと説明している。③については、
低廉豊富な電力資源が、電冶および電化工業に加えて、製糖業およびその応用の化学工業
の発展を支えたことが強調された 15）。アルミニウム地金製造業は、①においては確実に後者、
すなわち準戦時体制下の重工業であり、そして、②では精錬工場はあったが原料はなく一部
の生産工程を黒崎で行っていたなど、名指しで台湾鉱工業の従属性の一例に挙げられている。
　続いて、当該報告書では、資源委員会が採るべき政策として以下の四大原則を挙げている。
少し細かくなるが全文を翻訳する。
　（1） 台湾工業発展の発展は、当地の天然資源および原料供給原則に適応して行うことを原
則とする。全てを揃えるための建設に尽力する必要はない。重工業の過度の発展によ
る軽工業との不均衡を是正しつつ、しかし一方で台湾に自給自足の「経済割拠」の条
件を備える必要はない。
　（2） 既存鉱工業の規模や基礎を考慮し、緩急軽重を分けて復興させる。接収事業の範囲は
相当大規模になるため、基礎がしっかりして切実な需要があり、破壊の大きくない鉱
工業に限定し、すべてを回復する必要はなく、さらには全てについて計画を策定する
必要もない。
　（3） 国防関係を鑑み、かつ全国経済建設の平均的発展の観点から、必要な修復と費用が大
きくない未完成工程以外に台湾に巨額の投資を行うことは宜しくない。
　（4） 糖業と電業を建設の核心とし、糖業から関連の副産物化学工業や補助工業を発展させ、
電力によって電化や電気冶金工業を波及させ、余力がある場合には他の工業も発展さ
せる 16）。
　前項の台湾鉱工業の特徴では、発展の不均衡や従属性が指摘されていたが、「四大原則」
においては、むしろ、台湾鉱工業が自足性を持たないように勘案されていたことが興味深い。
同報告書では、台湾の鉱工業は欧米と比べると劣っているが、中国国内では最新のものとみ
なされるとの考えが述べられており、中央政府所属の資源委員会としては、近代的な工業そ
のものは温存したいが、それらが台湾に集中していることについて是としない考えがあった
15）経済研究室編「台湾工鑛事業考察報告」（1946 年 2 月 1 日）『館蔵』。
16）同上。
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ことは明らかであろう。
　ところで、四大原則によれば、アルミ精錬業が台湾の重要産業として残されるための条件
も万全とはいえなかった。例えば（1）については主要原材料のボーキサイトは輸入に頼る
しかなく、かつアルミ精錬業は後述するように（2）にある「切実な需要」のない「重工業」
であった。（3）については国防産業という点はプラスだが、後述するように修復費用は小さ
くはなく、こちらはマイナスになる可能性があった。唯一アルミニウム製錬を重要工業の一
つとして温存するために矛盾がないのは（4）であり、豊富な電力を利用できることが台湾
におけるアルミ精錬業の比較優位として戦前から継承されたことがわかる。しかし、実は、
既述のごとく、実際に日本アルミ高雄工場が負担していた電力料金は決して他と比して低廉
とはいえず、また、この後も急速な工業化を必要とした戦後台湾においても、電力は必ずし
もありあまらなかったのである。
　その後、資源委員会は、台湾の重要産業のほとんどを資源委員会の単独経営とする接収計
画を提案した。それは、以下の通りである。
　（1） 電力、石油、銅金、アルミ、造船および機械の各事業は本会の単独経営とする。造船
と機械は省政府が希望する場合は合営の可能性を考慮してもよい。
　（2） 酸、アルカリ、肥料、セメント、造紙の各事業は原則として本会の単独経営とする。
指定の一部の利益に関しては省政府に分配してもよい。但し、4 割を超えないものと
する。もし省側がこれらの事業の合営を希望する場合は省株の比率は 4 割を上限とし、
残りの株式は本会に帰属する。
　（3）製糖工業は行政院の指示により本会の単独経営とする 17）。
　しかしながら、省政府との交渉の結果、経営形態は表 3 のように決定され、資源委員会が
単独で国有とした企業は、1946 年 4 月の時点では、石油、アルミ、金銅鉱といったまさに
資源関係のものに限られた。製糖業、電力業を含む台湾の主要な産業は国省合営で経営され
ることとなったのである。いずれにしても 1949 年には全国範囲の企業であるか省内市場の
みを想定した企業であるかはそれほど大きな問題ではなくなるが、この時の政府や事業関係
者は内戦の敗北を前提に政策を策定していたわけではなかったことは記憶にとどめておく必
要がある。
17）同上。
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表 3　台湾十大公司接収時資産、資本金（単位：1000旧台湾元）
接収後公司名
資　産 資本金 接収
企業数
経営形態
総額 ％ 総額 ％
台湾糖業公司 2,965,286 51.9 289,640 29.2 13 国省合営
台湾電力公司 1,337,029 23.4 96,750 9.8 1 国省合営
中国石油公司台湾石油事業籌備処 163,886 2.9 45,685 4.6 12 国営
台湾アルミ公司 283,724 5.0 47,451 4.8 3 国営
台湾金銅鉱公司 112,298 2.0 54,311 5.5 3 国営
台湾機械造船公司 95,129 1.7 14,098 1.4 3 国省合営
台湾アルカリ公司 81,023 1.4 37,944 3.8 4 国省合営
台湾肥料公司 60,547 1.1 9,750 1.0 4 国省合営
台湾セメント公司 255,124 4.5 37,943 3.8 10 国省合営
台湾紙業公司 364,714 6.4 36,140 3.6 7 国省合営
総　　　　　　計 5,718,760 100.0 669,712 67.5 60
出所） 資産については鄭友揆等（1991）p.215。資源委員会档案「本会接弁敵偽工鉱事業資産估計総表」。
資本金・接収企業数については、張瑞成（1981）pp.425 ～ 427。
注 1 ）資本金の％は、全接収企業資本金 9 億 9185 万円に占める百分率。
　 2 ）台湾機械造船公司の復興資金見積もりは、造船と機械を加算した数値。
　Ⅱ　台湾アルミニウム工業の復興
　 1．復興と外国資本
　1945 年 12 月 1 日、台湾電冶業監理委員会から派遣された委員による、日本アルミの高雄、
花蓮港 2 工場と台北出張所における日本人の清算作業の監督が始まった。その後、1946 年
4 月 2 日、台湾電冶業接管委員会が設けられ、これら 3 ヵ所の資産を接収し、5 月 1 日には、
正式に台湾鋁業股份有限公司準備処が設置され、7 月 1 日から台湾省接管委員会から資産等
が移管された。
　工場の破壊状況は表 4 の通りである。1946 年 1 月に書かれた「台湾省各株式会社事業概況」
では、高雄工場については建物が 44%、機械設備が 28% の損壊とされ、「期をわけて、第 1
期は 8 ヵ月でアルミ地金 6000 トンの設備を、第 2 期は 14 ヵ月で 1 万 2000 トンにまで修復
する」計画が提案されている。またその際にアルミナの在庫が数ヵ月分残されていることも
述べられている。花蓮港工場については、発電所やその他設備の破損が著しいため、機械の
一部を高雄へ移す計画となった。このような資料から、当初はより早期の生産回復を目指し
ていたことがわかる。
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表 4　高雄・花蓮港両工場の接収時の概況
工場棟数
（棟）
事務所住宅
宿舎（棟）
倉庫
（棟）
破損率
平均 アルミナ製造設備 電解設備 電力設備
高雄 78 259 18 44% 20% 30% 30%
花蓮港 40% 50%
出所）「台湾省各株式会社事業概況」および中国工程師学会（1959 年）pp.207-208 他から作成。
表 5　資源委員会台湾重要鉱工業復興経費初歩見積もり（1946年2月）
現存事業単位 調整後事業単位 復興経費 人員
会社 工鉱場 公司 鉱場 工場 発電所
廃止
工場
1,000
台湾元
1,000
米ドル
電力 1 34 1 26 8 113,950 4,000 6,450
石油 6 10 1 4 3 3 49,000 2,850
銅金 2 2 1 2 1 83,055 7,500
アルミ 1 2 1 1 1 104,560 5,330 200
造船 1 2 1 2 6,500
機械 1 1 1 1 4,600
食塩電解 3 3 1 3 37,000 240
肥料 3 5 1 5 51,500 290
セメント 3 3 1 3 26,500 46
パルプ・製紙 3 3 1 3 8,100
製糖 4 42 1 17 25 60,000 44,000
合計 28 107 11 6 39 26 37 544,765 9,330 61,576
出所）経済研究室編「台湾工鑛事業考察報告」「表一台湾重要工鑛復工経費及員工初歩估計表」から作成。
　一方で、表 5 にまとめたように、台湾アルミが必要としている復興費用は 1 億 456 万元と
533 万ドルで、台湾電力の 1 億 1395 万元と 400 万ドルに匹敵する大きさであり、特に米ド
ル部分では莫大な費用が必要とされた。電力は言うまでもなく、他の工業にエネルギーを供
給する必要から一刻も早い復興が望まれたが、一方でアルミはというと、たとえ戦前の最盛
期の生産設備をそのまま復旧できたとしても、アルミニウム地金の製造設備のみが存在して
いる状態では、製品の販路は限られていた。このため、資源委員会は当初 8 ヵ月でアルミ地
金生産能力を 8000 トンに復活させると同時に圧延設備と加工設備の設置を計画した。とこ
ろが、すぐにはアクションを起こさなかった。日本から賠償で届くであろう機器を譲り受け
ることと、外資との提携を期待していたのである 18）。
　資源委員会と Aluminum Laboratories Limited（以下、Almit 社）および Reynolds Metals（以
下、Reynolds 社）は中国におけるアルミ製錬事業の協力について第二次世界大戦中から交
18）同上。
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渉を進めていた。台湾のアルミ工厰の復旧について Almit 社は、台湾接収直後、少なくと
も 1945 年 12 月 12 日には商談を始めていた。カナダのモントリオールに本部を置く同社の
社長 Blough 博士は、資源委員会の NY 事務所にいた Kungtu C. Sun および C. D. Shiah の
両博士と R. G. Peers 氏とミーティングを重ね、Almit 社側が技術やノウハウおよび上海に
所有している Chinese Aluminum Rolling Mills, Ltd. の出資分 51％を提供し、マラヤにおけ
るボーキサイトの採掘権を確保して、資源委員会は低廉豊富な電力の供給を確約するという
条件で、1 対 1 の共同出資による新会社設立を提案した。この契約は、1946 年の 4 月にはほ
とんどサインされるところまで進展したという。しかし、1946 年 5 月 2 日付 R. G. Peer 氏
の南京への手紙によれば、Almit 社の役員の一人が取締役会でより慎重な対応を求めたため
に時機を逸してしまった。その後も、交渉が続けられたが、結局、1947 年の秋になって交
渉は白紙に戻された。1947 年 11 月 18 日の Almit 社代理人 STAND 社からの手紙では、基
本的な条件が全く合致していなかったことが滔々と述べられている。それによれば最大の問
題点は初期に出資すべき現金の額および中国の民間投資の受け入れであった 19）。しかしこの
時すでに台湾アルミニウムは復興作業に着手しており 1948 年春には年産 4000 トンの設備を
復興させた。
　1948 年 2 月に台湾アルミは、Reynolds 社と復興と業務拡大のための協力契約を結んだ。
この Reynolds 社との交渉過程については、陳慈玉（2014）に詳しいので、ここでは詳細に
立ち入らないが 20）、Reynolds 社との交渉も結果的には決裂する。Reynolds 社と資源委員会は
時代をさかのぼって 1930 年代末からの付き合いであった。Reynolds 社が 1949 年 4 月 4 日
に作成した中国アルミニウム工業計画書によると、中国では 1937 年以降、タバコの包装用
ホイルや爆竹の材料、鍋釜類調理器具などにアルミが使われるようになった。日本が満洲と
山東と台湾に工場を建てた以外にも、資源委員会は、昆明と雲南にパイロットプラントを
建て、1942 年にはアルミ地金産出に成功した。Reynolds 社はすでに 1945 年に、日本が引
き上げた後の中国および満洲の工場を経営する契約を資源委員会と交わしていたという 21）。
こうした経緯を踏まえて、かつ、将来の中国大陸での事業拡大を期待して、1949 年 4 月、
Reynolds 社は資源委員会と自社によるアルミニウムプロジェクトを作成したのである 22）。こ
れによれば「1949 年にその歴史において初めて中国はアルミニウム地金の輸出国とな」り、
19） 「加拿大鋁業実験有限公司及美国史丹徳公司契約的信函」（003-020400-0216）。
20） 陳慈玉（2014）は台湾アルミと Reynolds との交渉と日本軽金属とカナダの Almit との提携を比較して
おり、興味深い。ただし、台湾アルミと外資の提携のネックになった計画の実現性（電源の確保や製
造コストなど）については考察されてていない。
21） 「An Aluminum Industry for China」（1949 年 4 月 9 日）国史館所蔵資源委員会档案『中国鋁業工業計
画摘要』。p.2。
22）同上、「An Aluminum Industry for China」。
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機械や部品、交換用パーツなどを購入する外貨が稼げるようになると謳われていた。また、
アメリカの民間企業と中国による初めての共同プロジェクトでもあり、成功すれば、中国と
アメリカが協力して中国の工業発展のために働くよい先例になると書かれていた 23）。
　計画の中身をみてみよう。まず、ボーキサイトは、福建省や金門島で発見されたものを使
用すれば、インドネシア産のトン当たり 17 米ドルが 10 米ドルになる。次に、電力は、現在
配当が 1 万 6000 キロワットであるが、最近の米国経済協力局（ECA）の調査によれば、3
万 2000 キロワットまでの増加が可能であり、そうなれば年産 8000 トンの地金生産が可能に
なる。資源委員会と Reynolds 社の目標は年産 2 万 3000 トンであるが、これは長期として、
とりあえず 8000 トンを製造する設備を整備するために必要な費用は 39 万米ドルと見積もら
れた。ただし、これに加えて運転資金が必要で、石油コークス、氷晶石、フッ化アルミ、陽
極炭素ブロックなどを輸入しなければならなかったため、これらの直接原料輸入によってコ
ストは年間 104 万 5040 米ドルに上った。これはボーキサイトと苛性ソーダは国内で調達す
ると想定された上での試算であったにも関わらず、である。が、原材料は近い将来国内で加
工できるようになるので、コストは削減され、計画が完成すれば 1 年で元が取れるという計
算であった。陳（2014）では、この契約が実現しなかった理由を、米国輸出入銀行が融資を
しなかったためとしている。それは、一面の事実である。だがしかし、融資を受けられなか
ったのは、条件が整わなかったからという考え方もできよう。その条件とは何か。次項以降
で検討しよう。
　 2．アルミニウム製錬業の復興と電力事情
　戦後初のアルミ地金は、1947 年に在庫のアルミナを乾燥させて試験的に製錬した。統計
によるとこの年の台湾のアルミは生産 15 トンであった。台湾では、多くの産業で 1952 年前
後に戦前の生産量のピークの値を回復した。ところが、表 6 をみるとアルミニウム製錬業が
戦前の最高値１万 2400 トンを凌駕するのは、1964 年のことである。生産設備は 1949 年末
時点で 8000 トンに至っているため、本来ならば 1950 年から年産 8000 トンの生産が見込め
るはずであった。しかし、表 6 をみると、実績は 1761 トンで、4 分の１にも満たなかった。
それはなぜか。台湾アルミに機材の購入資金や運転資金を提供していたアメリカの援助機関
および輸出入銀行も、当然そのような疑問をもった。
23）同上、「An Aluminum Industry for China」p.3。
153
関西大学『経済論集』第64巻第2号（2014年9月）
86
表 6　戦後台湾のアルミニウム製品製造量一覧（単位：ｔ）
アルミ地金
精錬
アルミ板 アルミ箔 アルミ型 アルミ製品 アルミパネル アルミ円盤
1943 12,463
1947 15
1948 2,509
1949 1,312 107
1950 1,761 1,295 60
1951 2,984 1,026 600
1952 3,856 1,628 690
1953 4,906 2,321 1,062
1954 7,132 3,568 473 555 2,101
1955 7,001 2,962 415 703 794
1956 8,759 3,160 34 551 354 358
1957 8,259 5,460 414 782 428 273
1958 8,557 4,516 590 1,029 840 344
1959 7,455 3,519 544 927 616 420
1960 8,260 6,188 847 1,101 1,048 145
1961 9,017 4,748 725 1,457 754 192
1962 11,008 6,234 727 1,623 1,073 130 1,015
1963 11,929 5,688 845 1,638 903 100 1,257
1964 19,372 7,844 756 1,535 841 110 2,092
1965 18,911 9,237 1,195 1,881 625 166 2,105
1966 17,217 9,423 1,055 2,336 1,086 1,353
1967 14,100 10,443 1,221 2,152 981 1,472
1968 16,569 8,007 1,090 1,902 1,299 645
出所）軽金属協会、各年度。林鐘雄（1968）p.77
　これに対する第一の回答は電力供給の不足であった。「Status of Taiwan Aluminum 
Corp」と題された C. W. Tang 氏から Powell 氏に 1951 年 12 月 27 日付で送られた覚書
（Memorandum）によれば、1951 年の 1 月から 10 月まで、台湾アルミに割り当てられた供
給電源は 1 万 5500 キロワットで、1 日 37 万 2000 キロワット時という制限が課せられており、
1 日当たり 10 トンのアルミニウム地金しか製造できなかった。これでは毎日フル稼働して
も年産 4000 トンに満たない。しかしながら、なお悪いことに原材料が不足していたために、
平均 8.8 トンしか製造できないのが実情であった。11 月からは 6000 キロワット、14 万 7000
キロワット時に削減されたために、資源委員会を通じて交渉し、9500 キロワットで 23 万キ
ロワット時にまで増量してもらったが、それでも日産平均 6 トンとなってしまった。台湾ア
ルミの目論見としては、地金だけではなく、板やその他の製品に加工して販路を広げ、加工
賃収入を増やすことであったが、加工するにも電力は必要であり、営業環境としては問題が
大きかった。
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表 7　戦後台湾の電力設備容量と発電量の復興（単位：1000kW、百万kWh、％）
年度
設備容量 可能負荷 発　電　量 産業用
電力合計 水力 火力 通常 ピーク時 合計 水力 火力
1943 308 81.8 18.2 1,195 89.8 10.2 586
1944 321 83.1 16.9 1,053 97.0 3.0 920
1945 275 80.4 19.6 139 229 357 88.3 11.7 144
1946 275 80.3 19.7 139 229 472 99.1 0.9 132
1947 275 80.3 19.7 139 229 576 99.5 0.5 291
1948 275 80.3 19.7 139 229 843 98.3 1.7 471
1949 276 80.1 19.9 139 229 854 90.6 9.4 403
1950 276 80.1 19.9 144 236 1,040 93.5 6.5 472
1951 305 82.0 18.0 157 252 1,285 90.5 9.5 705
1952 332 83.8 16.2 175 279 1,420 86.7 13.3 817
1953 363 83.5 16.5 177 308 1,564 93.7 6.3 924
1954 392 84.2 15.8 177 331 1,805 86.7 13.3 1,078
1955 493 71.2 28.8 266 422 1,966 77.9 22.1 1,156
1956 520 72.7 27.3 266 431 2,249 73.5 26.5 1,389
1957 542 73.6 26.4 276 447 2,556 75.8 24.2 1,650
1958 582 68.6 31.4 316 488 2,880 64.6 35.4 1,937
1959 633 70.8 29.2 320 510 3,213 62.6 37.4 2,237
1960 709 63.2 36.8 389 583 3,628 56.9 43.1 2,866
出所）台湾電力公司『台湾電力発展史』（1981 年）p. 伍－ 6、『統計年報』各年度。
　既述の如く資源委員会が台湾にアルミニウム製錬業を残した理由の一つは豊富な電力で
あった。では、当時の台湾の電力事情はどのようになっていたのか。表 7 に示したように、
1944 年に台湾電力株式会社の設備容量は 32 万キロワットとなり、戦前の中華民国の他の地
方と比較すると最も発電能力が大きかった 24）。表 7 では、戦後も設備容量は 27 万キロワット
とそれほど落ち込んでいないが、爆撃など戦時の破壊によって終戦時に稼働できたのは 7 万
キロワットでしかなかった。発電設備ではなく、変電所や架線が破壊されていた場合、設備
はあるが、発電には使えなかったのである。戦前、高雄工場は 4 万 2000 キロワットの電力
を消費して 1 万 2000 トンのアルミニウムを精錬していた。総容量は 32 万キロワットで通常
負荷 17 万キロワットの内、高雄と花蓮港 2 つのアルミ工場で全島発電容量の 3 分の 1 以上
を消費していたのである 25）。興味深いことに、前項で紹介した Almit 社とのやり取りの中で、
同社が台湾全体の設備容量すべてを台湾アルミの所有する発電設備だと思い込んでおり、そ
れを訂正する一幕があった 26）。要するに、寡占と規模の経済の追及で成長してきたアルミニ
ウム製錬の多国籍大企業にとっては、アルミニウム工場には巨大な電力供給源が付属してい
てしかるべきであった。しかし、台湾アルミ公司にはそれがなかった。確かに台湾のアルミ
24）北波（2003）。
25） 「DATA Concerning the Aluminum Plant in Takao, Taiwan」（April, 1948）近代史研究所档案館所蔵『資
源委員会與雷諾公司合営』。
26）『加拿大鋁業実験有限公司及美国史丹徳公司契約的信函』の中の書簡による。
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ニウム製錬業はそもそもが日月潭水力発電所の余剰電力消化のために誘致されたものであ
り、戦前には電力消費の主役であった。しかし、戦後はごく早い時期にアルミは化学肥料に
その地位を奪われる。
　表 8 にしめしたように、1947 年から 1959 年にかけて電力の消費状況をみると大口特約電
力の半分は化学工業が消費し、そのうち 3 から 4 割は化学肥料製造に供給されていた。化学
肥料は、ちょうどアルミニウムとは逆に、戦前の帝国内分業では台湾は完全に消費者の立
場で移輸入品に依存していた。しかしながら、当時、製糖業や水稲作など台湾経済の中心は
農業および農産加工業であり、化学肥料は産業にとっても民生にとっても、そして、軍人役
人教員など中国大陸からの移民を養うためにもどうしても必要な工業製品であった27）。また、
日本では、第二次世界大戦後、貿易統制でボーキサイトの入手が困難となったために、軍需
工業の民需への転換として、いくつかのアルミニウム工場が肥料工場に生まれ変わった 28）。
表 8　1950年代の大口特約電力消費構成比（単位：％）
年　度 1947 1948 1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959
化学工業 60.4 36.4 50.2 46.3 55.8 59.5 55.2 51.1 49.4 48.0 50.3 51.8 51.7
公　営 60.4 36.4 50.2 46.3 51.4 53.3 49.5 40.2 39.0 40.5 42.2 43.3 42.0
肥料 36.1 20.3 31.4 31.3 38.1 42.7 37.3 32.8 31.6 32.6 31.9 35.3 34.1
アルカリ 13.1 8.1 10.4 6.7 6.5 4.7 6.0 7.0 6.8 6.7 7.2 5.8 5.7
匿　名 -- -- -- -- 4.4 6.1 5.4 5.0 4.5 1.2 0.3 0.2 0.3
民　営 -- -- -- -- -- 0.1 0.3 5.9 5.9 6.3 7.8 8.3 9.4
金属工業 9.4 46.7 28.9 29.4 25.6 23.8 26.4 31.1 31.9 33.5 29.6 25.9 25.8
公　営 5.8 43.6 26.3 26.5 23.6 21.3 23.4 26.9 25.9 26.0 20.9 17.7 15.3
アルミ 0.0 39.8 24.9 26.0 22.7 20.7 21.3 25.0 24.1 25.0 19.5 16.1 12.5
民　営 3.6 3.1 2.6 2.9 2.0 2.5 3.0 4.2 6.0 7.5 8.7 8.2 10.5
総　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
公　営 91.6 94.4 95.2 93.9 89.2 88.7 87.3 76.3 74.7 76.5 73.0 70.2 66.6
軍施設 0.2 0.4 0.6 1.1 2.3 0.1 -- -- 0.1 -- -- -- --
匿　名 -- -- -- 0.5 5.6 7.1 6.5 6.0 5.4 2.2 1.5 1.8 1.6
民　営 8.2 5.3 4.3 4.6 3.0 4.2 6.2 17.7 19.9 21.3 25.5 28.0 31.8
出所）台湾電力公司『統計年報』1959 年度、pp.149 ～ 168 から作成。
注 1 ）「肥料」＝台湾肥料公司。「アルミ」＝台湾アルミ公司。
　アルミニウムにはそれだけの緊急性がなく、台電が戦前の発電量を凌駕した 1951 年にお
いてもむしろ 1 万 5500 キロワットの割り当てが減らされたことは既述の如くであった。
27）戦後台湾の肥料に関する状況は、陳金満（2000）などを参照されたい。
28） 日本アルミニウム黒崎工場もそのうちの一つであった。置村（1962）p.19。
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　Ⅲ　台湾アルミニウム産業：小規模高コスト生産
　そのような事情を鑑みると、電力供給については、台湾アルミは比較的恵まれた環境にあ
ったのかもしれない。表 8 を見る限りでは、確かに 1950 年代後半は目に見えて構成比が減
っているが、むしろ全体の電力供給が増大する中で絶対量は維持または増大していたといえ
る。とはいうものの、接収当初、潤沢な電力が供給されうるという前提でアルミニウムは台
湾において発展させることが有利な産業に振り分けられたと考えるならば、その判断は早計
であったのではないだろうか。
　表 9 に示したコストの構成比をみてみよう。1 トン当たり地金のコストに占める電気料金の
割合は、1950 年には 30％以上、その他の年度も 20％より下がることはなかった。先に見た戦
前のコストと比較しても、電気料金の閉める割合は大きい。既述のごとく戦前の料金はスラ
イディングスケール方式で実際にはきわめて高い水準であったのにもかかわらず、である。
表 9　アルミニウム地金および板１トン当たりコストと構成比（単位：米ドル、％）
1950 1951 1952前半 1952年6月
レート 公式 闇 公式 闇 公式 闇 公式 闇
１US$＝ 9NT$ 10.5NT$ 15.14NT$ 21NT$ 15.6NT$ 24NT$ 15.6NT$ 24NT$
アルミ地金
コスト総額 533.23 476.28 479.20 394.68 500.66 361.37 488.06 353.48
構成比（％） 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
直接原料費 51.26 51.23 57.25 62.58 57.65 61.85 61.76 65.71
ボーキサイト 9.56 10.43 14.86 17.50 13.45 13.48 15.29 15.94
金門 3.24 2.92 10.48 4.20
マラヤ 6.48 7.21 4.82 11.62
再生 3.73 3.35 ― ―
直接労働 5.51 5.29 6.22 5.45 7.15 6.44 5.87 5.27
電力 31.92 30.64 24.74 21.65 23.26 21.76 22.60 20.27
間接経費 11.3 10.85 11.79 10.32 11.05 9.95 9.72 8.71
米ドル部分 25.24 28.26 36.79 44.67 20.51 28.42 21.40 29.52
NT$部分 74.76 71.74 63.21 55.33 79.49 71.58 78.60 70.48
電力消費量 26,100 25,100 26,400 23,473
NT$／kWh 0.0587 0.0715 0.0715 0.0727
アルミ板
コスト総額 591.93 526.57 546.06 442.90 603.24 435.90 ― ―
出所）Taiwan Aluminum Corporation, Production Cost and Sales Data 1950-1952 から作成。
　興味深い報告がある。「1954 年に向けてのアルミニウム製錬についての覚書」と題された
この報告書は、1953 年 10 月 21 日付で台湾アルミニウム公司によって作成されたアメリカ
の援助関係者に回覧するための資料である。以下に簡単に内容を説明する。
　この報告書は、電力供給状況が改善されるのに合わせて 1954 年にアルミニウムの製造量
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を月産 600 トン、あるいは年間 7000 トンにするために何が必要かを試算している。まず電
力は、電源割り当てが 2 万 6000 キロワットであれば、ピーク時は 2 万 1000 キロワットに制
限されたとしても問題ないと判断し、この供給は台湾電力公司の販売責任者にも確認を取り、
可能であるという。次に運転資金は、一時的に不足するため債務が大きくなるが、いずれに
しても長期的にみれば影響は少ないと判断されている。マーケティングとしては、今後東南
アジアなどの市場に進出するために、地金生産だけでは市場の開拓が見込めないので、更な
る加工品の生産をするべきであることが強調されている。が、もっとも興味深いのは、輸
出補助金の計算であった。その内容を表 10 にまとめたので、少し確認したい。資料によれ
ば、アルミ地金 1 トンにつきコストが 8856 元、シートの場合は 1 万 783 元、製品に加工す
ると 1 万 5550 元である。しかし、販売価格はそれぞれ、420、630、1000 米ドルで、1 米ド
ル＝ 15.55 元で換算すると、それぞれ、6537 元、9797 元、1 万 5550 元となり、加工品は変
わらないが、地金は 2325 元、薄板は 987 元の損失となってしまう。このため、毎米ドルご
とに、地金は 5.5 元、補助金は 1.5 元の補助金を出して輸出による損失を棒引きするとなる
と、総額で新たに 700 万元が必要になるというものであった。試みに表 9 の 1952 年 6 月時
点でのコストにそれぞれのレートをかけてみると、公式レートで地金 1 トン当たりのコスト
は 7549.61 元、ブラックマーケットで 8419.51 元となり、表 10 の数値に近づくことがわかる。
表10　アルミニウムの輸出補助金に関する試算
輸出価格 コスト
（NT$）
損失
（NT$）
補助金（NT$） 輸出量
（ｔ）（US$） （NT＄） 毎US$ 毎ｔ 総額
総額 2,001,000 -- -- -- -- -- 7,583,790 --
地金 毎ｔ 420 6,531 8,856 2,325 5.50 2,310 6,930,000 3,000
薄板 630 9,797 10,783 987 1.50 945 661,500 700
製品 1,000 15,550 15,550 0 0 0 0 300
出所） Taiwan Aluminum Corporation, Memorandum on Aluminum Production for 1954,（1953
年 10 月 21 日）より作成。
　注）１US$=15.55NT$ で計算。
　このように、戦後初期台湾のアルミニウム製錬産業生産増強のボトルネックとなっていた
のは電力供給不足と輸入材料のコスト高、そして国内市場の狭小さであった 29）。しかし、企
業として台湾アルミ公司は赤字を出していたのかというと、財務諸表上は表 11 に示したよ
うに、利益を上げていたことは注目に値する。既出の覚書は、その背後で輸出補助金が支給
されていたことを示唆している。日本でも、戦後一時期、生産者価格と消費者価格の差額を
補う価格差補給金の制度が見られたが、台湾のアルミ精錬に関しては、輸入代替ではなく輸
29）Taiwan Aluminum Corporation, Feb. 1953.
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出のための補助金であったことが興味深い。外貨不足のおりであり、国内市場が極めて小さ
い現状で、アルミニウムが貴重な輸出産業に位置付けられ、維持されていったことは想像に
難くない。しかし、表 12 に示したごとく、アルミニウム地金及びその加工品の輸出額は、
特に 1963 年までは台湾の総輸出額の１％前後を推移するレベルであり、主要な輸出品とは
言い難かった。
表11　1950年度台湾アルミニウム公司営業および営業外収支
項目 金額 項目 金額
営業収入 11,613,999.28 営業支出 11,081,867.47
製品販売 11,458,821.10 製品販売費 8,669,709.04
半製品販売 60,161.50 半製品販売費 16,786.45
修理収入 4,489.00 修理費 4,489.00
その他営業収入 80,776.42 その他営業支出 67,843.13
仮勘定 9,751.26 販売支出 684,955.87
営業及経常支出 1,638,083.98
営業外収入 790,747.65 営業外支出 676,175.67
財務収益 65,000.68 財務支出 568,338.30
その他営業外収入 91,109.26 その他営業外支出 96.26
在庫収入 48,047.45 在庫損失 4,575.48
資産売却収入 413,327.35 資産売却損失 605.00
過去収益 10,031.78 過去損失 102,560.63
その他調整項目 163,231.13
合計 12,404,746.93 合計 11,758,043.14
表12　1950年代台湾のアルミニウム製品輸出と貿易状況（単位：1000米ドル）
地金 アルミ片 アルミ製品 アルミ箔 アルミホイール 合計 総輸出 総輸入
1953 863 17 16 897 127,608 191,700
1954 874 220 1,094 93,299 211,433
1955 1,427 80 1,508 123,275 201,022
1956 2,488 31 2,519 118,296 193,696
1957 1,483 335 20 1,837 148,285 212,243
1958 845 14 611 1,470 155,814 226,188
1959 1,010 75 484 23 36 1,627 156,906 231,441
1960 15 263 934 58 244 1,514 163,982 296,780
1961 1,238 169 595 3 571 2,577 195,158 322,116
1962 1,008 167 723 29 794 2,720 218,206 304,110
1963 1,470 266 119 36 681 2,571 331,665 361,636
1964 3,524 320 134 65 1,088 5,132 432,956 427,968
出所） 林鐘雄（1968）、CEPD, TADB, various years から作成。
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おわりにかえて：世界の中の台湾アルミ
　以上に見てきたように、戦後初期台湾のアルミニウム製錬業は、民生や軍需において具体
的な需要が存在し、どうしても必要な産業であったというよりも、それが当時最先端の近代
的な工業としてそこにすでに存在したことに加えて、中国大陸を失う前は、アメリカやカナ
ダの大資本が積極的に接触してくるような将来性のある産業であったことによって維持して
活用することが合理的だと判断されたと考えられる。
　しかし、現実に、資金や資源が限られた中で、ボーキサイトなど具体的な資源を持たない
台湾の国営アルミ工場が、事業を展開し、拡張することはそれほど容易ではなかった。外資
との提携が失敗したことは、これ以上傷を大きくしない意味では運がよかったと考えること
表13　世界アルミニウム地金生産量および地域別構成比（1946－1970年）
世界合計
（1,000t）
構　　成　　比
世界 米州合計 欧州
合計
ソ連東欧計
アジア計 その他
％ アメリカ カナダ ソ連
1946 789.0 100.0 69.3 47.1 22.2 16.2 13.6 13.3 1.0
1947 1,080.0 100.0 73.1 48.0 25.1 14.6 11.6 11.1 0.7
1948 1,265.0 100.0 71.0 44.7 26.3 16.1 11.8 11.1 1.1
1949 1,310.0 100.0 60.5 34.9 25.6 20.5 13.7 12.6 2.1
1950 1,640.0 100.0 68.0 43.8 24.2 16.7 13.3 12.2 2.1
1951 1,980.0 100.0 64.9 42.3 22.6 20.0 12.6 11.4 2.4
1952 2,260.0 100.0 61.4 41.5 19.9 20.5 13.3 12.2 2.4
1953 2,725.0 100.0 66.0 45.9 20.0 18.1 13.5 11.9 2.2
1954 3,090.0 100.0 71.2 53.1 18.1 17.0 14.7 12.1 2.4
1955 3,460.0 100.0 63.0 45.3 17.7 17.6 17.4 13.7 2.5
1956 3,720.0 100.0 62.0 45.1 16.7 18.1 17.0 13.4 2.7 0.3
1957 3,725.0 100.0 59.4 44.2 14.9 19.7 17.9 14.8 3.1 0.5
1958 3,875.0 100.0 57.1 40.4 16.4 18.7 19.4 15.6 3.4 1.2
1959 4,085.9 100.0 57.1 43.4 13.3 17.8 18.9 15.4 4.8 1.3
1960 4,543.2 100.0 55.8 40.2 15.2 19.0 18.8 15.4 5.1 1.2
1961 4,581.9 100.0 51.2 37.7 13.1 20.4 21.6 17.5 5.5 1.3
1962 4,983.7 100.0 51.6 38.6 12.6 20.2 20.8 17.1 6.0 1.4
1963 5,424.9 100.0 51.2 38.7 12.0 20.1 20.1 16.6 6.8 1.7
1964 6,089.6 100.0 51.3 38.0 12.6 19.7 19.9 16.4 6.9 2.2
1965 6,626.7 100.0 49.9 37.7 11.4 19.3 21.7 18.1 7.0 2.1
1966 7,248.2 100.0 49.3 37.2 11.1 19.9 21.6 17.9 7.3 1.9
1967 7,919.2 100.0 49.7 37.5 11.0 19.6 21.1 17.0 7.4 2.3
1968 8,450.8 100.0 46.9 34.9 10.5 20.7 20.6 16.6 8.8 3.0
1969 9,408.6 100.0 48.7 36.6 10.5 19.9 19.3 15.4 9.1 3.0
1970 10,243.8 100.0 46.3 35.2 9.4 19.7 20.2 16.6 10.9 3.4
出所）軽金属協会、各年度より作成。
注 1 ）1949 年までは Metric ton で 1950 年以降は Short ton。
　 2 ）世界合計は各国合計と一致しない年度もあったがそのままで計算。
　 3 ） 中国とソ連を除く東欧諸国は 1970 年に合計値 500,000 のみが記載されており各国データ不明
のため記載しなかった。
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もできるが、要するに発展のための有利な条件が欠如していたからと考えることもできるの
ではないだろうか。
　第二次世界大戦後、世界のアルミニウム製錬は急速に民生品需要にその市場を見出してい
った。『軽金属工業統計年報』によれば、1947 年にアルミ精錬を行っていた国は世界に 17
ヵ国であり、北アメリカでは、合衆国とカナダの 2 ヵ国、西ヨーロッパでは 8 ヵ国とソ連に
加えて東欧 2 ヵ国、そして、アジアでは日本、韓国、インド、そして台湾の 4 カ国のみであ
った。また、1947 年に世界のアルミニウム地金生産は 100 万トンに過ぎなかったが、1970
年にはその 10 倍にまで膨れ上がった。第二次世界大戦後、軍需品から民生品へとアルミニ
ウムの使用範囲が広がる中で、アルミニウム地金の生産国も増加した。
　そのような時代の流れの中で、生産量をそれなりに拡大させていたとはいえ、世界レベル
の規模拡大には遠く及ばなかった台湾のアルミニウムは、1982 年の 1 万トンを最後に世界
の軽金属統計から姿を消した。第二次石油ショックによる電力料金の高騰によって生産の維
持が不可能になったためである。表 13 からもわかるように、この年、世界のアルミニウム
生産は 140 万トンであった 30）。生産条件としては基本的に台湾と同じ条件にあった日本のア
ルミニウム精錬業もオイルショック以後の火力電力の高騰によって多くの企業が撤退を余儀
なくされた。そしてついに、今年、2014 年 3 月に日本軽金属が国内におけるアルミの電解
事業を終了させたことは記憶に新しい 31）。
　表からもわかるようにアルミニウム製錬業は北アメリカを中心に発展し、それに加えて、
現在ではロシアや中国などの大資本が市場を壟断しつつある。1970 年代から、それまでは
ボーキサイトの供給源とみなされていた国々にも精錬工場が建てられるようになり、生産国
はバリエーションが生まれたが、これらの多くはこうした多国籍企業の一工場である場合が
多く、そういう意味では独立を保って 1980 年代まで生き延びた台湾アルミニウム公司は１
小規模製錬事業者としてはよく耐えたというべきかもしれない 32）。先行研究では、欧米諸国
に対する日本の「技術の遅れ」を戦後初期台湾のアルミニウム製錬業が歩んだ困難の一因と
みなすものが主流である 33）。しかし、アルミニウム製錬業に関して述べるならば、前稿と本
稿から浮かび上がってきたその実像は、戦前の欧米諸国と日本の間には技術的な優劣だけで
はなく、コストや産業そのものの位置づけにおいて大きな差異があったといえるだろう。こ
30）『軽金属統計年報』各年度。
31） 日本軽金属株式会社「アルミニウム電化事業の終了について」（2013 年 3 月 14 日）www.nikkeikin.
co.jp/news/common/pdf/p2014031401.pdf。
32）清水（2002）ではそのように台湾アルミ公司をたたえている。
33） アルミニウム製錬の数少ない先行研究については陳慈玉（2014）に詳細が述べられているので参照さ
れたい。
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の差異を単に「遅れ」とみなすべきか否か、この点はいずれもう少し大きな問題意識で再確
認したいと考えている。いずれにしても現時点では、日本も台湾も共に、戦後の自由貿易に
よる国際分業の深化の中で、アルミ精錬業に適した特性を備えていなかったことだけは確認
できたのではないだろうか。本稿では触れることができなかったが、日本と台湾の最大の違
いは国内消費市場の規模であった。このことは、川下産業の発展状況にもかかわる問題であ
り、今後さらに検討を加えたい。台湾アルミニウム公司の戦後台湾経済におけるスピルオー
バー効果についてもう少し後の時代まで分析しなければ、アルミニウム製錬業がそこに存在
した意義を正確に分析することは難しいと考えるからである。
　しかしながら、もし、日本アルミニウムが台湾に製錬工場を建てていなければ、戦後初期
のあの時代に国民党政府（資源委員会）は台湾にアルミニウム産業を配置しようと考えたで
あろうか。もし、日本の敗戦と同時に、近い将来、中国大陸という大きな市場を完全に失う
ことがわかっていたら、外資はあれほど熱心に提携契約を結びに来たであろうか。前者の答
えはほぼ 100％否であり、後者についてもかなり確率が下がったのではないだろうか。そう
いう意味では、アルミニウム製錬は当時、最新の産業の一つでありながら、同時にすでに過
去の亡霊であったといえるのかもしれない。
　戦後台湾の接収と再編は、どのように実施されたのか。いいかえれば、戦前台湾の経済発
展や工業化はどのように戦後台湾を規定したのか。台湾では、戦後初期に日本統治時代の工
業資産が接収され、公営企業に再編された。しかし、再編とはいいながら、「そこにあった
もの」によってその後の進路がある程度規定されてしまったのではないか。当初、すべてを
残す必要はないとの方針が打ち出されたが、結局、大規模で比較的近代的なものは全て残さ
れた 34）。日本統治時代から残されたインフラや工業は、建設され誘致された時にはそれなり
の合理性や比較優位を持っていた。しかしながら、その合理性は、実は流動的で時代や外部
環境によって変化し、時には失われてしまうこともあった。本稿で確認できた史実を踏まえ
て、台湾の経済発展過程を再考し、より史実に即したアジア NIES 型発展モデル構築の一助
とすることを、引き続き今後の研究課題としたい。
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